
歳出比較分析表(平成18年度普通会計決算) 石川県 小松市

経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）
　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
《経常収支比率》
　類似団体と比較した場合に経常収支比率が高くなっているが，公債費の占める割合が他の団体と比較して大きいことが原因である。
　小松駅周辺における鉄道高架事業及び駅東西区画整理事業の大型事業や国の数次にわたる経済対策による市債，減税補てん債，臨
時財政対策債の発行により市債残高が類似団体の中では極めて高い水準となっているおり，公債費が必然的に大きな割合を占めてい
るのが現状である。
　今後は，公的資金補償金免除繰上償還を活用しながら毎年度繰上償還（６億円程度）を実施するとともに，市債の発行額を毎年度元金
償還額以内に抑制することにより公債費の抑制を図り，経常収支比率の低下に努める。
《人件費》
　人口１人当たり決算額では，類似団体平均を若干上回っている状況であるが，退職金を控除した場合と比較すると類似団体平均とほぼ
一致している。
　今後とも，現在実施中の集中改革プランに基づく着実な職員削減と給与水準の抑制に努め，人件費の圧縮を図る。
《公債費》
　人口１人当たり決算額（公債費及び公債費に準じる費用）では，類似団体平均大幅に上回っている状況である。主な要因としては，市債
残高及び公営企業，中でも公共下水道事業への繰出金が大きいことが挙げられる。市債残高については，小松駅周辺における鉄道高
架事業及び駅東西区画整理事業の大型事業や国の数次にわたる経済対策に伴う市債，減税補てん債及び臨時財政対策債を発行したこ
とにより，類似団体の中でも極めて高い水準になっている。公営企業に対する繰出金，中でも公共下水道事業に対する繰出金について
は，類似団体と比較して行政区域面積が大きく，集落が点在しているため建設費が高くなる傾向にあり，それに伴う企業債の発行が多額
とならざるを得ない状況である。また，普及率も52.4％と低い状況であるため，料金収入での企業債償還は，難しい状況である。
　今後は，公債費については，繰上償還の実施(毎年度６億円を目安），毎年度の元金償還額以内に市債発行額の抑制，公債費に準じる
費用については，公共下水道事業の建設計画の見直しによる事業費の抑制，接続促進策の積極的な実施による料金収入の増収等によ
り公債費（公債費及び公債費に準じる費用)の圧縮に努める。
《普通建設事業費》
　人口１人当たりの普通建設事業費については，類似団体と比較して行政区域面積が広いため社会資本整備が多岐にわたりことや学校
改築等の大型継続事業が主な原因となって類似団体平均を58.1％上回る状況となっている。しかし，前年度及び過去５年度の増減率を
見ても，類似団体平均を上回る減少率となっており，今後とも市債残高の圧縮の観点から，優先順位に基づき事業の厳しい選択を行い，
適正規模の普通建設事業を行うことに努める。


